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1. 2019年3月期第2四半期（中間期）の連結業績（2018年4月1日～2018年9月30日）

（注）2017年10月１日付で普通株式２株につき１株の割合で株式併合を実施しましたが、前連結会計年度の期首に当該株式併合を実施したと仮定し、 
１株当たり中間純利益及び潜在株式調整後１株当たり中間純利益を算定しております。 

(2) 連結財政状態 

（注）「自己資本比率」は、（期末純資産の部合計－期末新株予約権）を期末資産の部合計で除して算出しております。 
なお、本「自己資本比率」は、自己資本比率告示に定める自己資本比率ではありません。 

(1) 連結経営成績 （％表示は、対前年中間期増減率）

経常収益 経常利益 親会社株主に帰属する中間純利益

百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％

2019年3月期中間期 61,877 △0.5 17,445 △6.8 12,029 △20.1
2018年3月期中間期 62,195 △14.5 18,716 △35.3 15,059 △27.5

（注）包括利益 2019年3月期中間期  9,531百万円 （△57.0％） 2018年3月期中間期  22,173百万円 （―％）

1株当たり中間純利益 潜在株式調整後1株当たり中間純
利益

円 銭 円 銭

2019年3月期中間期 38.64 38.60
2018年3月期中間期 48.25 48.18

総資産 純資産 自己資本比率
百万円 百万円 ％

2019年3月期中間期 8,902,344 484,535 5.4
2018年3月期 9,052,152 477,748 5.2
（参考）自己資本 2019年3月期中間期 484,358百万円 2018年3月期 477,439百万円

2. 配当の状況

（注）直近に公表されている配当予想からの修正の有無 ： 無 

（注）１．2017年10月１日付で普通株式２株につき１株の割合で株式併合を実施したため、2018年３月期の１株当たり期末配当金については、 
  当該株式併合の影響を考慮した金額を記載し、年間配当金合計は「―」として記載しております。 
２．配当金の内訳 2019年３月期第２四半期末 記念配当１円00銭  2019年３月期末 記念配当１円00銭 

年間配当金
第1四半期末 第2四半期末 第3四半期末 期末 合計

円 銭 円 銭 円 銭 円 銭 円 銭

2018年3月期 ― 4.50 ― 9.00 ―
2019年3月期 ― 10.00
2019年3月期（予想） ― 10.00 20.00

3. 2019年 3月期の連結業績予想（2018年 4月 1日～2019年 3月31日） 
（％表示は、対前期増減率）

（注）直近に公表されている業績予想からの修正の有無 ： 無  

経常収益 経常利益
親会社株主に帰属する当期

純利益
1株当たり当期純

利益

百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％ 円 銭

通期 126,500 1.3 38,200 8.8 26,500 2.7 85.16



(1) 当中間期における重要な子会社の異動（連結範囲の変更を伴う特定子会社の異動） ： 無 

(2) 会計方針の変更・会計上の見積りの変更・修正再表示 

(3) 発行済株式数（普通株式） 

（注）2017年10月１日付で普通株式２株につき１株の割合で株式併合を実施しましたが、前連結会計年度の期首に当該株式併合を実施したと 
   仮定し、期中平均株式数を算定しております。 

※ 注記事項

① 会計基準等の改正に伴う会計方針の変更 ： 無
② ①以外の会計方針の変更 ： 無
③ 会計上の見積りの変更 ： 無
④ 修正再表示 ： 無

① 期末発行済株式数（自己株式を含む） 2019年3月期中間期 312,633,171 株 2018年3月期 312,633,171 株
② 期末自己株式数 2019年3月期中間期 1,236,367 株 2018年3月期 1,476,830 株
③ 期中平均株式数（中間期） 2019年3月期中間期 311,267,692 株 2018年3月期中間期 312,104,413 株

（個別業績の概要） 

1. 2019年3月期第2四半期（中間期）の個別業績（2018年4月1日～2018年9月30日） 

（注）2017年10月１日付で普通株式２株につき１株の割合で株式併合を実施しましたが、前事業年度の期首に当該株式併合を実施したと仮定し、 
   １株当たり中間純利益を算定しております。 

(2) 個別財政状態 

（注）「自己資本比率」は、（期末純資産の部合計－期末新株予約権）を期末資産の部合計で除して算出しております。 
   なお、本「自己資本比率」は、自己資本比率告示に定める自己資本比率ではありません。  

(1) 個別経営成績 （％表示は、対前年中間期増減率）

経常収益 経常利益 中間純利益
百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％

2019年3月期中間期 59,589 △8.1 17,588 △25.8 12,655 △28.5
2018年3月期中間期 64,814 △9.4 23,719 △15.9 17,694 △13.1

1株当たり中間純利益
円 銭

2019年3月期中間期 40.65
2018年3月期中間期 56.68

総資産 純資産 自己資本比率
百万円 百万円 ％

2019年3月期中間期 8,868,430 468,508 5.2
2018年3月期 9,022,839 460,934 5.1
（参考）自己資本 2019年3月期中間期 468,332百万円 2018年3月期 460,626百万円

2. 2019年 3月期の個別業績予想（2018年 4月 1日～2019年 3月31日） 
（％表示は、対前期増減率）

※ 中間決算短信は公認会計士又は監査法人の監査の対象外です 

※ 業績予想の適切な利用に関する説明、その他特記事項 
１．当行は特定事業会社（企業内容等の開示に関する内閣府令第17条の15第2項に規定する事業を行う会社）に該当するため、第2四半期会計期間 
  については、中間連結財務諸表および中間財務諸表を作成しております。 
２．上記の予想は本資料の発表日現在において入手可能な情報に基づき作成したものであり、実際の業績は、今後様々な要因によって予想数値と 
  異なる結果となる可能性があります。 

経常収益 経常利益 当期純利益 1株当たり当期純
利益

百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％ 円 銭

通期 119,200 △2.6 36,300 △4.5 25,600 △5.3 82.26
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（１）連結経営成績に関する説明

（２）連結財政状態に関する説明

（３）連結業績予想に関する説明

連結経営成績につきましては、経常収益は、貸出金利息が増加した一方で有価証券利息配当金等が減少したことに
による資金運用収益の減少を主因として、前年同期比３億18百万円減少の618億77百万円となりました。一方、経常
費用は、国債等債券売却損の増加によるその他業務費用の増加を主因として、前年同期比９億52百万円増加し、444
億31百万円となりました。この結果、経常利益は、前年同期比12億71百万円減益の174億45百万円となりました。親
会社株主に帰属する中間純利益は、前中間連結会計期間に計上した負ののれん発生益の剥落影響もあり、前年同期比
30億30百万円減益の120億29百万円となりました。

連結財政状態につきましては、貸出金は、事業性貸出等と個人ローンがともに増加した結果、前連結会計年度末比
944億円増加の５兆9,561億円となりました。預金等（譲渡性預金含む）は、個人預金・法人預金が増加した結果、前
連結会計年度末比403億円増加の７兆4,813億円となりました。有価証券は、前連結会計年度末比1,664億円減少し、
１兆2,163億円となりました。

１.当四半期（中間期）決算に関する定性的情報

2019年３月期の通期の連結業績予想につきましては、2018年５月10日公表の数値から変更はありません。
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２．中間連結財務諸表及び主な注記

（１）中間連結貸借対照表

(単位：百万円)

前連結会計年度
(2018年３月31日)

当中間連結会計期間
(2018年９月30日)

資産の部

現金預け金 1,511,177 1,424,217

コールローン及び買入手形 18,521 14,585

買入金銭債権 7,424 7,482

特定取引資産 5,847 5,953

金銭の信託 8,256 13,974

有価証券 1,382,716 1,216,361

貸出金 5,861,796 5,956,198

外国為替 7,741 9,354

その他資産 88,949 85,865

有形固定資産 91,982 91,605

無形固定資産 9,585 9,367

退職給付に係る資産 54,607 56,603

繰延税金資産 735 728

支払承諾見返 38,237 43,139

貸倒引当金 △35,429 △33,092

資産の部合計 9,052,152 8,902,344

負債の部

預金 7,170,925 7,151,055

譲渡性預金 270,129 330,318

コールマネー及び売渡手形 50,000 -

売現先勘定 111,329 70,091

債券貸借取引受入担保金 262,859 216,789

特定取引負債 4,023 4,134

借用金 585,551 515,086

外国為替 224 1,371

信託勘定借 42 78

その他負債 49,741 54,412

退職給付に係る負債 42 44

役員退職慰労引当金 26 21

睡眠預金払戻損失引当金 4,447 3,754

ポイント引当金 129 156

株式給付引当金 176 239

本店建替損失引当金 1,987 1,589

特別法上の引当金 41 39

繰延税金負債 10,876 11,871

再評価に係る繰延税金負債 13,613 13,613

支払承諾 38,237 43,139

負債の部合計 8,574,404 8,417,809
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(単位：百万円)

前連結会計年度
(2018年３月31日)

当中間連結会計期間
(2018年９月30日)

純資産の部

資本金 54,573 54,573

資本剰余金 30,746 30,740

利益剰余金 309,747 318,930

自己株式 △1,260 △1,057

株主資本合計 393,807 403,187

その他有価証券評価差額金 48,399 45,395

繰延ヘッジ損益 △547 120

土地再評価差額金 27,763 27,800

退職給付に係る調整累計額 8,016 7,854

その他の包括利益累計額合計 83,632 81,171

新株予約権 308 176

純資産の部合計 477,748 484,535

負債及び純資産の部合計 9,052,152 8,902,344
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（２）中間連結損益計算書及び中間連結包括利益計算書

中間連結損益計算書

(単位：百万円)
前中間連結会計期間
(自 2017年４月１日
　至 2017年９月30日)

当中間連結会計期間
(自 2018年４月１日

　至 2018年９月30日)

経常収益 62,195 61,877

資金運用収益 39,054 37,936

（うち貸出金利息） 30,627 30,920

（うち有価証券利息配当金） 7,698 6,326

信託報酬 95 77

役務取引等収益 15,478 15,237

特定取引収益 469 1,165

その他業務収益 2,019 2,534

その他経常収益 5,078 4,926

経常費用 43,479 44,431

資金調達費用 5,068 3,995

（うち預金利息） 1,587 1,091

役務取引等費用 4,324 4,355

その他業務費用 1,562 2,758

営業経費 30,391 29,116

その他経常費用 2,131 4,206

経常利益 18,716 17,445

特別利益 4,198 1

固定資産処分益 - 0

負ののれん発生益 4,196 -

金融商品取引責任準備金取崩額 2 1

特別損失 2,144 164

固定資産処分損 20 85

減損損失 0 78

段階取得に係る差損 2,123 -

税金等調整前中間純利益 20,770 17,283

法人税、住民税及び事業税 5,720 3,129

法人税等調整額 △9 2,125

法人税等合計 5,710 5,254

中間純利益 15,059 12,029

親会社株主に帰属する中間純利益 15,059 12,029
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中間連結包括利益計算書

(単位：百万円)
前中間連結会計期間
(自 2017年４月１日
　至 2017年９月30日)

当中間連結会計期間
(自 2018年４月１日

　至 2018年９月30日)

中間純利益 15,059 12,029

その他の包括利益 7,113 △2,497

その他有価証券評価差額金 7,063 △3,004

繰延ヘッジ損益 169 667

退職給付に係る調整額 △120 △161

持分法適用会社に対する持分相当額 0 1

中間包括利益 22,173 9,531

（内訳）

親会社株主に係る中間包括利益 22,173 9,531
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（３）中間連結株主資本等変動計算書

　前中間連結会計期間（自 2017年４月１日 至 2017年９月30日）

(単位：百万円)

株主資本

資本金 資本剰余金 利益剰余金 自己株式 株主資本合計

当期首残高 54,573 30,743 290,180 △437 375,060

当中間期変動額

剰余金の配当 △3,433 △3,433

親会社株主に帰属す

る中間純利益
15,059 15,059

自己株式の取得 △852 △852

自己株式の処分 2 32 35

株主資本以外の項目

の 当 中 間 期 変 動 額

（純額）

当中間期変動額合計 - 2 11,626 △819 10,809

当中間期末残高 54,573 30,746 301,807 △1,257 385,870

その他の包括利益累計額

新株予約権 純資産合計その他

有価証券

評価差額金

繰延ヘッジ

損益

土地再評価

差額金

退職給付

に係る

調整累計額

その他の

包括利益

累計額合計

当期首残高 39,492 △512 27,763 5,011 71,755 322 447,138

当中間期変動額

剰余金の配当 △3,433

親会社株主に帰属す

る中間純利益
15,059

自己株式の取得 △852

自己株式の処分 35

株主資本以外の項目

の 当 中 間 期 変 動 額

（純額）

7,063 169 - △120 7,113 △14 7,099

当中間期変動額合計 7,063 169 - △120 7,113 △14 17,909

当中間期末残高 46,556 △342 27,763 4,891 78,869 308 465,047
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　当中間連結会計期間（自 2018年４月１日 至 2018年９月30日）

(単位：百万円)

株主資本

資本金 資本剰余金 利益剰余金 自己株式 株主資本合計

当期首残高 54,573 30,746 309,747 △1,260 393,807

当中間期変動額

剰余金の配当 △2,809 △2,809

親会社株主に帰属す

る中間純利益
12,029 12,029

自己株式の取得 △0 △0

自己株式の処分 △6 202 196

土地再評価差額金の

取崩
△36 △36

株主資本以外の項目

の 当 中 間 期 変 動 額

（純額）

当中間期変動額合計 - △6 9,183 202 9,380

当中間期末残高 54,573 30,740 318,930 △1,057 403,187

その他の包括利益累計額

新株予約権 純資産合計その他

有価証券

評価差額金

繰延ヘッジ

損益

土地再評価

差額金

退職給付

に係る

調整累計額

その他の

包括利益

累計額合計

当期首残高 48,399 △547 27,763 8,016 83,632 308 477,748

当中間期変動額

剰余金の配当 △2,809

親会社株主に帰属す

る中間純利益
12,029

自己株式の取得 △0

自己株式の処分 196

土地再評価差額金の

取崩
△36

株主資本以外の項目

の 当 中 間 期 変 動 額

（純額）

△3,003 667 36 △161 △2,461 △131 △2,593

当中間期変動額合計 △3,003 667 36 △161 △2,461 △131 6,786

当中間期末残高 45,395 120 27,800 7,854 81,171 176 484,535
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（４）中間連結財務諸表に関する注記事項

（継続企業の前提に関する注記）

　 該当事項はありません。

（企業結合等関係）
　

　（連結子会社間の合併）

当行は、2018年４月27日開催の取締役会において、当行の連結子会社であるひろぎんモーゲージサービス株式会

社とひろぎんビジネスサポート株式会社との合併について決議し、2018年７月1日付で合併いたしました。
　

１．取引の概要

（１）結合当事企業の名称及び事業の内容

　 結合企業の名称 ひろぎんモーゲージサービス株式会社

　 事業の内容 担保不動産の調査・評価業務

　 被結合企業の名称 ひろぎんビジネスサポート株式会社

　 事業の内容 連結決算業務、印刷・製本業務等

（２）企業結合日

　 2018年７月１日

（３）企業結合の法的形式

ひろぎんモーゲージサービス株式会社を存続会社、ひろぎんビジネスサポート株式会社を消滅会社とする吸

収合併

（４）結合後企業の名称

　 ひろぎんビジネスサービス株式会社

（５）その他取引の概要に関する事項

　 業務の効率化及びグループ経営の一層の強化を目的に合併を行うものです。
　

２．実施する会計処理の概要

「企業結合に関する会計基準」（企業会計基準第21号 平成25年9月13日）及び「企業結合会計基準及び事業分

離等会計基準に関する適用指針」（企業会計基準適用指針第10号 平成25年9月13日）に基づき、共通支配下の取

引として処理しております。
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（重要な後発事象）
　

　（連結子会社の吸収合併）

当行は、2018年11月7日開催の取締役会において、関係当局の認可等を条件に、当行の連結子会社であるひろぎん

ウェルスマネジメント株式会社を吸収合併することを決議し、同日付で合併契約を締結しました。
　

１．取引の概要

（１）結合当事企業の名称及び事業の内容

結合企業の名称 株式会社広島銀行

　事業の内容 銀行業

　被結合企業の名称 ひろぎんウェルスマネジメント株式会社

　事業の内容 保険代理業

（２）企業結合日

　 2019年４月１日（予定）

（３）企業結合の法的形式

　 当行を存続会社、ひろぎんウェルスマネジメント株式会社を消滅会社とする吸収合併

（４）結合後企業の名称

　 株式会社広島銀行

（５）その他取引の概要に関する事項

業務の効率化によるグループ経営の一層の強化及びサービスの一層の充実を目的として吸収合併するもので

す。
　

２．実施する会計処理の概要

「企業結合に関する会計基準」（企業会計基準第21号 平成25年９月13日）及び「企業結合会計基準及び事業分

離等会計基準に関する適用指針」（企業会計基準適用指針第10号 平成25年９月13日）に基づき、共通支配下の取

引として処理を行う予定です。
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３．中間財務諸表

（１）中間貸借対照表

(単位：百万円)

前事業年度
(2018年３月31日)

当中間会計期間
(2018年９月30日)

資産の部

現金預け金 1,509,905 1,423,133

コールローン 18,521 14,585

買入金銭債権 5,904 5,936

特定取引資産 5,842 5,945

金銭の信託 156 174

有価証券 1,393,440 1,227,009

貸出金 5,852,316 5,947,237

外国為替 7,741 9,354

その他資産 82,094 78,834

有形固定資産 91,473 91,108

無形固定資産 9,420 9,275

前払年金費用 42,989 45,219

支払承諾見返 36,506 41,536

貸倒引当金 △33,474 △30,920

資産の部合計 9,022,839 8,868,430

負債の部

預金 7,183,495 7,158,708

譲渡性預金 275,821 336,009

コールマネー 50,000 -

売現先勘定 111,329 70,091

債券貸借取引受入担保金 262,859 216,789

特定取引負債 4,023 4,134

借用金 581,122 512,417

外国為替 224 1,371

信託勘定借 42 78

その他負債 28,892 31,125

未払法人税等 2,707 2,277

リース債務 676 645

資産除去債務 316 320

その他の負債 25,191 27,882

睡眠預金払戻損失引当金 4,447 3,754

ポイント引当金 89 118

株式給付引当金 176 239

本店建替損失引当金 1,987 1,589

繰延税金負債 7,274 8,342

再評価に係る繰延税金負債 13,613 13,613

支払承諾 36,506 41,536

負債の部合計 8,561,905 8,399,921
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(単位：百万円)

前事業年度
(2018年３月31日)

当中間会計期間
(2018年９月30日)

純資産の部

資本金 54,573 54,573

資本剰余金 30,745 30,739

資本準備金 30,634 30,634

その他資本剰余金 111 105

利益剰余金 300,948 310,759

利益準備金 40,153 40,153

その他利益剰余金 260,795 270,606

別途積立金 233,604 254,604

繰越利益剰余金 27,191 16,002

自己株式 △1,246 △1,043

株主資本合計 385,022 395,028

その他有価証券評価差額金 48,387 45,383

繰延ヘッジ損益 △547 120

土地再評価差額金 27,763 27,800

評価・換算差額等合計 75,604 73,303

新株予約権 308 176

純資産の部合計 460,934 468,508

負債及び純資産の部合計 9,022,839 8,868,430
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（２）中間損益計算書

(単位：百万円)
前中間会計期間

(自 2017年４月１日
　至 2017年９月30日)

当中間会計期間
(自 2018年４月１日

　至 2018年９月30日)

経常収益 64,814 59,589

資金運用収益 39,961 39,232

（うち貸出金利息） 30,438 30,735

（うち有価証券利息配当金） 8,809 7,822

信託報酬 95 77

役務取引等収益 12,469 12,438

特定取引収益 100 187

その他業務収益 2,015 2,525

その他経常収益 10,172 5,128

経常費用 41,094 42,001

資金調達費用 5,039 3,972

（うち預金利息） 1,587 1,091

役務取引等費用 4,549 4,624

その他業務費用 1,562 2,758

営業経費 27,893 26,448

その他経常費用 2,049 4,197

経常利益 23,719 17,588

特別利益 - 0

特別損失 21 129

税引前中間純利益 23,698 17,458

法人税、住民税及び事業税 5,316 2,685

法人税等調整額 687 2,117

法人税等合計 6,004 4,802

中間純利益 17,694 12,655
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（３）中間株主資本等変動計算書

　前中間会計期間（自 2017年４月１日 至 2017年９月30日）

(単位：百万円)

株主資本

資本金

資本剰余金 利益剰余金

資本準備金
その他資本

剰余金

資本剰余金

合計
利益準備金

その他利益剰余金
利益剰余金

合計別途積立金
繰越利益

剰余金

当期首残高 54,573 30,634 108 30,742 40,153 209,604 30,400 280,157

当中間期変動額

剰余金の配当 △3,433 △3,433

別途積立金の積立 24,000 △24,000 -

中間純利益 17,694 17,694

自己株式の取得

自己株式の処分 2 2

株主資本以外の項目

の 当 中 間 期 変 動 額

（純額）

当中間期変動額合計 - - 2 2 - 24,000 △9,739 14,260

当中間期末残高 54,573 30,634 111 30,745 40,153 233,604 20,660 294,417

株主資本 評価・換算差額等

新株予約権 純資産合計
自己株式 株主資本合計

その他

有価証券

評価差額金

繰延ヘッジ

損益

土地再評価

差額金

評価・換算

差額等合計

当期首残高 △423 365,050 39,486 △512 27,763 66,738 322 432,110

当中間期変動額

剰余金の配当 △3,433 △3,433

別途積立金の積立 - -

中間純利益 17,694 17,694

自己株式の取得 △852 △852 △852

自己株式の処分 32 35 35

株主資本以外の項目

の 当 中 間 期 変 動 額

（純額）

7,063 169 - 7,233 △14 7,218

当中間期変動額合計 △819 13,444 7,063 169 - 7,233 △14 20,662

当中間期末残高 △1,243 378,494 46,550 △342 27,763 73,971 308 452,773
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　当中間会計期間（自 2018年４月１日 至 2018年９月30日）

(単位：百万円)

株主資本

資本金

資本剰余金 利益剰余金

資本準備金
その他資本

剰余金

資本剰余金

合計
利益準備金

その他利益剰余金
利益剰余金

合計別途積立金
繰越利益

剰余金

当期首残高 54,573 30,634 111 30,745 40,153 233,604 27,191 300,948

当中間期変動額

剰余金の配当 △2,809 △2,809

別途積立金の積立 21,000 △21,000 -

中間純利益 12,655 12,655

自己株式の取得

自己株式の処分 △6 △6

土地再評価差額金の

取崩
△36 △36

株主資本以外の項目

の 当 中 間 期 変 動 額

（純額）

当中間期変動額合計 - - △6 △6 - 21,000 △11,189 9,810

当中間期末残高 54,573 30,634 105 30,739 40,153 254,604 16,002 310,759

株主資本 評価・換算差額等

新株予約権 純資産合計
自己株式 株主資本合計

その他

有価証券

評価差額金

繰延ヘッジ

損益

土地再評価

差額金

評価・換算

差額等合計

当期首残高 △1,246 385,022 48,387 △547 27,763 75,604 308 460,934

当中間期変動額

剰余金の配当 △2,809 △2,809

別途積立金の積立 - -

中間純利益 12,655 12,655

自己株式の取得 △0 △0 △0

自己株式の処分 202 196 196

土地再評価差額金の

取崩
△36 △36

株主資本以外の項目

の 当 中 間 期 変 動 額

（純額）

△3,004 667 36 △2,300 △131 △2,432

当中間期変動額合計 202 10,006 △3,004 667 36 △2,300 △131 7,573

当中間期末残高 △1,043 395,028 45,383 120 27,800 73,303 176 468,508
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(億円）

( 増減率 )

595 ( △8.1% )

352

88

441 ( 0.8% )

265

176 ( 2.4% )

△ 10

165 ( △1.8% )

32

25

3

(－)

175 ( △25.8% )

126 ( △28.5% )

(億円）

( 増減率 )

618 ( △0.5% )

174 ( △6.8% )

120 ( △20.1% )

(－)

実 質 業 務 純 益

△

3

5

△ 7

△ 与 信 費 用

△ 50

△ 32

（うち投資損失引当金戻入益）

そ の 他 臨 時 損 益

△ 3

経 常 利 益

2018 年 度
中 間 期

0

前年同期比

△ 30
親会社株主に帰属する
中 間 純 利 益

中 間 純 利 益

△ 62経 常 利 益

経 費 △ 1

2018 年 度
中 間 期

コ ア 業 務 純 益

3

経 常 収 益

コ ア 業 務 粗 利 益

資 金 利 益

役 務 取 引 等 利 益 等

国 債 等 債 券 関 係 損 益

△ 53

17

△ 10

（うち負ののれん発生益等） (△20)

株 式 等 関 係 損 益

(△49)

前年同期比

△ 3

△ 13

経 常 収 益

Ⅰ 2018年度中間期 決算ダイジェスト

（注） 1.コア業務純益＝ 資金利益 ＋（役務取引等利益＋特定取引利益＋その他業務利益－国債等債券関係損益）－ 経費

【連結】

【単体】

１．損益の状況

１

2.与信費用 ＝ 不良債権処理額 ＋ 一般貸倒引当金繰入額

・本業の収益力を表すコア業務純益は、資金利益の増加や経費の減少などにより、前年同
期比５億円増益の176億円となり、本業は順調に推移しております。

・経常利益は、与信費用の増加や前年度に計上した投資損失引当金戻入益（49億円）の剥
落影響などにより、前年同期比62億円減益の175億円となり、中間純利益は、前年同期比
50億円減益の126億円となりました。

・親会社株主に帰属する中間純利益は、前年度に計上した負ののれん発生益等（20億円）
の剥落影響などにより、前年同期比30億円減益の120億円となりました。

（１）業績サマリー



83 85 86 80 84 

38 39 34 36 35 

13 14 15 16 14 

22 25 
17 22 24 

31.9%

32.8% 32.9%
33.6%

34.0%

2014/中間 2015/中間 2016/中間 2017/中間 2018/中間

163

13 16 18 18 16 

115 106 110 109 109 

144 142 145 138 139 

58.5%
55.8%

61.0% 60.8% 60.1%

2014/中間 2015/中間 2016/中間 2017/中間 2018/中間

274

（２）コア業務粗利益

（３）経費・ＯＨＲ（経費率）

375 374 357 349 352 

93 100 
91 88 88 

2014/中間 2015/中間 2016/中間 2017/中間 2018/中間

（億円） コア業務粗利益

441
474468

経費

コア業務粗利益
コアＯＨＲ ＝

（億円）
経費

265265
273 266

資金利益

２

448

・資金利益は、貸出金利息が中間
期として10年ぶりに増加したこ
とを主因として、前年同期比３
億円増加し352億円となりまし
た。なお、貸出金利息について
は、通期では前年度に増加に転
じております。

・役務取引等利益等は、前年同期
並みの88億円となりました。

・これらにより、コア業務粗利益
は前年同期比３億円増益の441億
円となりました。

・経費は、税金の減少により、前
年同期比１億円減少しました。

・コア業務粗利益ベースのＯＨＲ
は、前年同期比0.7ポイント改善
し60.1%となりました。

◆非金利収入比率（ひろぎん証券含む）

・非金利収入比率は、ひろぎん証
券の純営業収益の増加などによ
り、前年同期比0.4ポイント上昇
し34.0%となりました。

（億円）

非金利収入比率

（ひろぎん証券含む）

157
152156 154

（億円）

2007年度 2008年度 2009年度 2010年度 2011年度 2012年度 2013年度 2014年度 2015年度 2016年度 2017年度 2018年度

中間期 444 446 407 377 353 342 331 324 319 305 304 307

通期 898 886 796 742 704 681 660 648 638 609 610 -

◆貸出金利息の推移

438

役務取引等利益等

内国為替等

投資銀行業務

ひろぎん証券
（純営業収益）

ｱｾｯﾄﾏﾈｼﾞﾒﾝﾄ業務

非金利収入額

税金

物件費

人件費

コアＯＨＲ

非金利収入比率 ＝ 非金利収入額÷コア業務粗利益
（ひろぎん証券の純営業収益加算後）



（５）与信費用（信用コスト）

△ 0.04%

△ 0.06%

0.07%

0.03%

0.08%

2014/中間 2015/中間 2016/中間 2017/中間 2018/中間

与信費用（億円）

８

△15

19
25

与信費用÷183×365

貸出金残高
与信費用比率 ＝

３

・与信費用は、大口先の倒産など
による不良債権処理額の増加によ
り、前年同期比17億円増加し25億
円となりました。

・与信費用比率は、前年同期比
0.05ポイント上昇し0.08%となり
ましたが、引続き低い水準で推移
しております。

2014/中間 2015/中間 2016/中間 2017/中間 2018/中間

経常利益・中間純利益（億円）

237

265
282

175176179

203

126

（６）経常利益・中間純利益

・経常利益は、与信費用の増加に
加えて、有価証券関係損益の減少
や前年度に計上した投資損失引当
金戻入益の剥落影響などにより、
前年同期比62億円減益の175億円
となりました。

・中間純利益は前年同期比50億円
減益の126億円となりました。

（４）コア業務純益

2014/中間 2015/中間 2016/中間 2017/中間 2018/中間

194

（億円）

コア業務純益

176174

209

171

・コア業務粗利益が増加し、経費
が減少した結果、本業の収益力を
表すコア業務純益は、中間期とし
て３年ぶりの増益となる176億円
（前年同期比＋５億円）となりま
した。

△９

192

127

３年ぶり増益
＋５億円

経常利益

中間純利益

与信費用比率



20,484 21,262 21,963 23,490 25,077 

24,971先
25,771先

26,326先
26,524先

27,254先
28,013先

29,001先
29,656先 29,914先

30,726先

2014/9末 2015/9末 2016/9末 2017/9末 2018/9末

8,708 8,962 9,233 9,506 9,769 

3,130 
3,437 

3,713 
4,048 

4,290 373 

374 

388 

407 
406 

265 
333 

403 

555 

689 

2014/9末 2015/9末 2016/9末 2017/9末 2018/9末

（１）貸出金残高

中小企業向け貸出金残高（億円）

12,478 13,108 13,738 14,518 15,156 

36,948 38,392 39,788
43,134 44,315

2014/9末 2015/9末 2016/9末 2017/9末 2018/9末

（億円）

貸出金残高

59,472

53,527
51,500

57,653

個人ローン残高（億円）
15,156

13,738
13,108

14,518

４

２．貸出金・預金等の状況

・事業性貸出等と個人ローンがと
もに増加した結果、貸出金残高
は、2017年９月末比1,819億円
（年率＋3.2％）増加し５兆9,472
億円となりました。

・事業性貸出等残高は、2017年９
月末比1,181億円（年率＋2.7％）
増加し４兆4,315億円となりまし
た。

（２）中小企業向け貸出金残高

（３）個人ローン残高

・事業性貸出等のうち従来から重
点的に取り組んでいる中小企業向
け貸出金残高は、2017年９月末比
1,587億円（年率＋6.8％）増加し
２兆5,077億円となり、初めて２
兆5,000億円を突破致しました。

・事業性貸出先数は、2017年９月
末比812先増加の30,726先とな
り、着実に増加しております。

・個人ローン残高は、『ひろぎん
住宅ローンフラット３５（保証
型）』の創設などにより住宅ロー
ンを中心に推進を図った結果、
2017年９月末比638億円（年率＋
4.4％）増加し１兆5,156億円とな
り、初めて1兆5,000億円を突破致
しました。

49,426

12,478

事業性貸出等

個人ローン

事業性貸出先数

うちリテール層

住宅ローン

カードローン

目的別
ローン等

アパートローン

年率
＋3.2％

年率
＋6.8％

年率
＋4.4％

年率
＋2.7％

年率
＋4.4％

着実に
増加

2.5兆円
突破

1.5兆円
突破

（注）リテール層：売上高10億円未満の先



89 70 53 63 69

700

415
526 483 475

188

251
147 168 181

1.88% 1.37%
1.28% 1.20% 1.20%

2015/3末 2016/3末 2017/3末 2018/3末 2018/9末

（４）預金等残高

（５）総預り資産残高（ひろぎん証券含む）

3,112 3,339 4,958 5,023 4,610 

42,623 44,225 
45,542 47,134 47,693 

19,109 
20,371 21,616 22,616 22,642 

2014/9末 2015/9末 2016/9末 2017/9末 2018/9末

（注）預金等は、譲渡性預金を含んでいます。

（億円）

預金等残高

74,947
72,116

67,935

74,774

64,844 67,935 72,116 74,774 74,947 

16,072 
15,786 

14,592 15,545 16,677 

2014/9末 2015/9末 2016/9末 2017/9末 2018/9末

年率
＋7.3％

総預り資産残高

（ひろぎん証券含む）
（億円）

90,320
83,722

91,624

86,709

５

（注）ひろぎん証券の非預金商品残高は、時価ベースです。

・預金等残高は、公金・金融預金
は減少したものの、個人預金、法
人預金が増加した結果、2017年９
月末比173億円（年率＋0.2％）増
加し７兆4,947億円となりまし
た。

・総預り資産残高は、2017年９月
末比1,304億円（年率＋1.4％）
増加し９兆1,624億円となりまし
た。

・このうち、非預金商品残高（ひ
ろぎん証券含む）は、ひろぎん
証券と連携強化に努めた結果、
2017年９月末比1,132億円（年率
＋7.3％）増加し１兆6,677億円
となり、順調に増加しておりま
す。

64,844

80,916

３．不良債権の状況（金融再生法開示債権額）

・金融再生法開示債権額は、2018
年３月末比11億円増加の725億円
となりました。

・不良債権比率は、1.20%となり、
引続き過去最も低い水準で推移し
ております。

（億円）

726735 714 725

（注）金融再生法開示債権額は、単位未満を四捨五入

して表示しています。

金融再生法開示債権額

総与信
不良債権比率 ＝

977

金融再生法開示債権額

預金等

（ 証券含む）
非預金商品

（ひろぎん証券含む）

個人預金

法人預金

公金・金融預金

危険債権

要管理債権

破産更生債権等

不良債権比率

年率
＋1.4％

年率
＋0.2％

年率
＋1.2％

年率
＋0.1％

順調に
増加



（注）リスク・アセット算出手法は、基礎的内部格付
手法を採用しております。

・連結自己資本比率は、内部留保
の蓄積などにより自己資本の額は
増加したものの、貸出金の増加な
どに伴いリスク・アセット等の額
が増加した結果、2018年３月末比
0.04ポイント低下し11.03％とな
りました。引続き国内基準行の規
制水準（４％）を上回る十分な水
準を維持しております。

４．自己資本比率

６

11.15% 11.33% 11.10% 11.07% 11.03%

2015/3末 2016/3末 2017/3末 2018/3末 2018/9末

連結自己資本比率
（％）

国内基準行に求められる規制上の最低水準（４％）
4.0%

５．2018年度通期の業績予想・配当予想

・単体、連結ともに公表済みの業績予想に変更はありません。

・配当予想についても、１株当たりの配当金は、創業140周年記念配当２円を加えた年間20
円で変更ありません。
※１株当たりの年間配当金20円 ＝ 安定配当12円＋業績連動配当６円＋記念配当２円
・なお、中間配当金について、１株当たり10円00銭とすることを2018年11月７日開催の取
締役会で決議致しました。

（億円）

中間期
実 績

595 1,192 △ 32

175 363 △ 16

126 256 △ 14

（億円）

中間期
実 績

618 1,265 16

174 382 32

120 265 7

経 常 収 益

当 期 純 利 益

2018年度
予　想

経 常 収 益

前年比

前年比

2018年度
予　想

経 常 利 益

親 会 社 株 主に 帰属 する
当 期 純 利 益

経 常 利 益

【連結業績予想】

【単体業績予想】

①安定配当 ②業績連動配当 ①＋②

270億円超 ～ 300億円以下 12円 ８円 20円

240億円超 ～ 270億円以下 12円 ６円 18円

210億円超 ～ 240億円以下 12円 ４円 16円

親会社株主に帰属する
当期純利益

１株当たり年間配当金額

《配当目安テーブル(抜粋)》

記念配当

２円

1株当たり年間配当金

20.00円
（中間配当金10.00円）

【配当予想】



Ⅱ 決算の概況・貸出金等の状況

1. 損益状況【単体】
（百万円）

1

2

3

4

5

6

7

8

9

10

11

12

13

14

15

16

17

18

19

20

21

22

23

24

25

26

27

28

29

30

31

32

33

34

35

36

37

38

39

40

41

42

43

44

45

46

47

48

49

50

51

52

53

54

投 資 損 失 引 当 金 戻 入 益 - △ 4,901 4,901

法 人 税 等 合 計 51+52 4,802

法 人 税 、 住 民 税 及 び 事 業 税
法 人 税 等 調 整 額

固 定 資 産 関 係 損 益
固 定 資 産 処 分 益
固 定 資 産 処 分 損
減 損 損 失

税 引 前 中 間 純 利 益 44+45

78

△ 1,202

31

(39,145)
31,217
7,899

(416)
477

△ 136

2018年度
中間期

(43,821)
39,504

△ 385
(336)
545

(0.8%)

2017年度
中間期（増減率）

(△ 0.9%) 43,490

△ 5,039

54

△ 6,240

△ 108
△ 108

1,430

(1,631)

78

0

1,745

△ 1,038
△ 1,064
△ 25

497

△ 12
1,183

2,713
-

1,631

39

△ 6,131

△ 851

32

12
50

△ 2,631

88

-
△ 307

△ 5,825

(△850)
△ 77
64

36

1,179

166
(129)
△ 929
(△ 79)
△ 139

貸 出 金 償 却

国 際 業 務 粗 利 益
（ う ち コ ア 業 務 粗 利 益 10-16 ）
資 金 利 益
役 務 取 引 等 利 益
特 定 取 引 利 益
そ の 他 業 務 利 益

税 金

（ う ち 国 債 等 債 券 関 係 損 益 ）
経 費 （ 除 く 臨 時 処 理 分 ）

業 務 粗 利 益
（ う ち コ ア 業 務 粗 利 益 1-9-16 ）
国 内 業 務 粗 利 益
（ う ち コ ア 業 務 粗 利 益 3-9 ）

役 務 取 引 等 利 益

（ う ち 国 債 等 債 券 関 係 損 益 ）

資 金 利 益

10,986
人 件 費
物 件 費

特 定 取 引 利 益
そ の 他 業 務 利 益

26,549
13,915

(4,596)
3,565

90
499

(488)
3,056

個 別 貸 倒 引 当 金 繰 入 額

実 質 業 務 純 益 1-17

業 務 純 益 21-23

127
96

△ 732
(△1,540)

16,556
(17,608)

1,647

株 式 等 関 係 損 益
株 式 等 売 却 益
株 式 等 売 却 損

う ち 国 債 等 債 券 関 係 損 益 9+16

臨 時 損 益 30-35+42+43

国 債 等 債 券 売 却 益
国 債 等 債 券 売 却 損
国 債 等 債 券 償 却

株 式 等 償 却

そ の 他 臨 時 損 益
経 常 利 益 24+29
特 別 損 益

（ 与 信 費 用 23+35 ）

不 良 債 権 処 理 額

貸 出 債 権 売 却 損 等

（ 有 価 証 券 関 係 損 益 25+30 ）

貸 倒 引 当 金 戻 入 益
償 却 債 権 取 立 益 等

85

中 間 純 利 益 50-53

（ コ ア 業 務 純 益 2-17 ）
一 般 貸 倒 引 当 金 繰 入 額

43,105
(44,157)
40,049

(39,561)
31,694
7,763

3,225
3,266
40
0

-
16,556

△ 1,052

1,031

1,706
2,673

12,655

17,458
2,685
2,117

△ 129

4,035

313
17,588

-
117

2,507

0
51

(2,507)

△ 129

0
1,645

△ 174

-

△ 721
16,863
△ 331

(△ 1.8%)

3,704
115
46

16,863△ 307
(414) (17,194)

(△ 0.3%)

1,821

(876)

4,263
4,330

29

1

333
(359)
3,985

119

(4,675)

12
462

(△690)
26,626
13,851
10,954

(3,932)

△ 21

687

17,694

-
20
0

23,698
5,316

6,004

△ 21

876
1,322

-

△ 1,432
23,719

2017年度中間期比

(△ 1.8%)
(2.4%)

(△ 28.5%)

(△ 25.8%)

1,209
1,494
46

6,856

△ 1
65

(2,173) (△1,759)

７



【連結】

（参考：連結コア業務純益）

（百万円）

17,682 310 17,372連 結 コ ア 業 務 純 益

2018 年 度
中 間 期

2017 年 度
中 間 期2017年度中間期比

（百万円）

1 △ 1 2持 分 法 適 用 会 社 数

連 結 子 会 社 数 7 － 7

2017年度中間期比

2018 年 度
中 間 期

2017 年 度
中 間 期

（社）
（参考：連結対象会社数）

1

2

3

4

5

6

7

8

9

10

11

12

13

14

15

16

17

18

19

20

21

22

23

24

25

中 間 純 利 益 20-23 12,029 △ 3,030

20,770

485 △ 274

△ 1,271 18,716

-

償 却 債 権 取 立 益 等 0

87124

△ 319

△ 44 33,985

△ 290

9

△ 3,030 15,059

△ 2,591 5,720

2,134 △ 9

(△ 20.1%)

15,059

(△ 6.8%)

△ 3,487

2,054△ 2,216

65

(△ 2,073) (2,073)

-

△ 1,038 4,263

37

12△ 12

240

- -

1,128

2,713 1,322

46,161

11,249

(△ 4.2%)

連 結 粗 利 益

資 金 利 益

2017年度
中間期（増減率）

45,842

2018年度
中間期

(△ 0.7%)

2017年度中間期比

696

△ 1,275

10,959

△ 224

1,107

30,391

469

△ 680 456

1,684

-

33,941

1,165

4,035

2,791

29,116

-

1,368

17,283

△ 162

（ う ち 負 の の れ ん 発 生 益 等 ） ( - )

3,225

17,445

211

親 会 社 株 主 に帰 属す る中 間純 利益 12,029

持 分 法 に よ る 投 資 損 益

そ の 他

法 人 税 、 住 民 税 及 び 事 業 税

経 常 利 益 1-6-7+14+15+16

特 別 損 益

税 金 等 調 整 前 中 間 純 利 益 17+18

74

法 人 税 等 調 整 額

個 別 貸 倒 引 当 金 繰 入 額

役 務 取 引 等 利 益

貸 出 金 償 却

営 業 経 費

そ の 他 業 務 利 益

与 信 費 用

特 定 取 引 利 益

一 般 貸 倒 引 当 金 繰 入 額

貸 倒 引 当 金 戻 入 益

法 人 税 等 合 計 21+22 5,254 △ 456 5,710

貸 出 債 権 売 却 損 等

3,129

株 式 等 関 係 損 益

2,125

（注）「連結粗利益」は、（資金運用収益－資金調達費用）＋（役務取引等収益－役務取引等費用）＋（特定取引収益－

特定取引費用）＋（その他業務収益－その他業務費用）で算出しています。

（注）「連結コア業務純益」は、連結粗利益－経費（除く臨時処理分）－国債等債券関係損益で算出しています。
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2. 業務純益【単体】

3. 利鞘【単体】

コ ア 業 務 純 益 17,608 414

16,863

5,089

16,556

職 員 一 人 当 た り （ 千 円 ） 5,413 158

5,1535,089 △ 64職 員 一 人 当 た り （ 千 円 ）

△ 64 5,153

2017 年 度
中 間 期

△ 307 16,863

17,194

5,255

2017年度中間期比

△ 307業 務 純 益

(2)

(3)

職 員 一 人 当 た り （ 千 円 ）

2018 年 度
中 間 期

16,556実 質 業 務 純 益

(1)

（百万円）

0.71

1.08

1.24

資 金 運 用 利 回 (A)

資 金 調 達 原 価 (B)

(1)

(2)

貸 出 金 利 回

有 価 証 券 利 回 0.19

2017 年 度
中 間 期

0.01 1.07

2018 年 度
中 間 期

1.03

2017年度中間期比

0.040.03 △ 0.01

△ 0.010.30

△ 0.03 1.06

△ 0.03 0.74

1.05

預 金 等 利 回

0.31

(4) 総 資 金 利 鞘 (A)-(B) 0.37 0.04 0.33

(3) 預 貸 金 利 鞘

（%）

（注）預金等利回は、譲渡性預金を含んでいます。

ＲＯＥ【単体】

7.60

5.43 △ 2.55 7.98

7.10 △ 0.50

2018 年 度
中 間 期

7.10

2017 年 度
中 間 期

△ 0.50 7.60

7.56 △ 0.19 7.75

2017年度中間期比

業 務 純 益 ベ ー ス

中 間 純 利 益 ベ ー ス

（1）

（2）

（3）

（4）

コ ア 業 務 純 益 ベ ー ス

実 質 業 務 純 益 ベ ー ス

(注） ROE算出式   =
〔期首純資産の部合計(新株予約権除き) + 中間期末純資産の部合計(新株予約権除き)〕/2

(1)コア業務純益（又は(2)実質業務純益 又は(3)業務純益 又は(4)中間純利益）÷183×365

4.
（%）

0.65

0.94

1.07

資 金 運 用 利 回 (A)

資 金 調 達 原 価 (B)

(1)

(2)

貸 出 金 利 回

有 価 証 券 利 回 0.18

2017 年 度
中 間 期

- 0.94

2018 年 度
中 間 期

0.96

2017年度中間期比

0.030.01 △ 0.02

△ 0.040.24

△ 0.05 1.01

△ 0.04 0.69

0.89

預 金 等 利 回

0.28

(4) 総 資 金 利 鞘 (A)-(B) 0.29 0.04 0.25

(3) 預 貸 金 利 鞘

（%）

（注）預金等利回は、譲渡性預金を含んでいます。

（全店）

（国内業務部門）
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5. 自己資本比率（国内基準）

（億円）

【連結】 （億円）

【単体】

コ ア 資 本 に 係 る 基 礎 項 目 の 額

(2)

(4) リ ス ク ・ ア セ ッ ト 等 の 額 の 合 計 額 35,131

コ ア 資 本 に 係 る 調 整 項 目 の 額

(3) 自 己 資 本 の 額 (1) － (2) 3,798

0.02%

2018年 3月末

10.81%

384

2018年 9月末

4,182

(5) 自 己 資 本 比 率 (3) ÷ (4)

(1)

2018年3月末比

4,086

348

3,738

34,642

10.79%

96

36

60

489

2018年3月末比

コ ア 資 本 に 係 る 基 礎 項 目 の 額

(2)

(4) リ ス ク ・ ア セ ッ ト 等 の 額 の 合 計 額 35,192

コ ア 資 本 に 係 る 調 整 項 目 の 額

(3) 自 己 資 本 の 額 (1) － (2) 3,885

2018年 3月末

11.03%

442

2018年 9月末

4,327

(5) 自 己 資 本 比 率 (3) ÷ (4)

(1) 4,239

402

3,837

34,642

11.07%

88

40

48

550

△0.04%

自己資本比率は、「銀行法第14条の２の規定に基づき、銀行がその保有する資産等に照らし
自己資本の充実の状況が適当であるかどうかを判断するための基準」（平成18年金融庁告示第
19号）に定められた算式に基づき、連結ベースと単体ベースの双方について算出しております。

信用リスク・アセットの算出においては基礎的内部格付手法を、オペレーショナル・リスク
相当額の算出においては粗利益配分手法を採用しております。

自己資本の構成については、当行ホームページ（https://www.hirogin.co.jp/）をご覧下さ
い。

6. 有価証券評価損益【単体】
（億円）

非上場株式等については、時価を把握することが極めて困難と認められることから、上表には含めておりま

せん。

（注）

847 156

736 25

65 4

45 127

評 価損

- -

847 156

評価損益

-

評価損益
評 価益

647 788

16

23 △ 81

28

-

15

691

△ 44 691

△ 44

債 券

そ の 他

そ の 他 有 価 証 券

60

△ 58 50

△ 32

△ 34 711

評 価損

677

647

満 期 保 有 目 的

株 式

評 価益

-

140

2018年3月末比

-

合 計

2018年3月末

108

140

-

788

692

44

2018年9月末
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7. 貸出金の状況【単体】

(1) 貸出金残高の内訳

（億円）

59,183 2,299 56,884

44,224 1,649 42,575

14,959 650 14,309

9,696 257 9,439

5,262 393 4,869

貸 出 金 残 高

住 宅 ロ ー ン

そ の 他 ロ ー ン

2017年度中間期
2017年度中間期比

2018年度中間期

事 業 性 貸 出 等

（平　残）

個 人 ロ ー ン

（億円）

59,472 949 58,523

44,315 652 43,663

15,156 297 14,859

9,769 106 9,663

5,387 192 5,195

貸 出 金 残 高

住 宅 ロ ー ン

そ の 他 ロ ー ン

2018年3月末
2018年3月末比

2018年9月末

事 業 性 貸 出 等

（末　残）

個 人 ロ ー ン

（億円）

40,343 1,097 39,246

67.8% 0.7% 67.1%

中 小 企 業 等 貸 出 残 高

中 小 企 業 等 貸 出 比 率

2018年3月末
2018年3月末比

2018年9月末

(2) 中小企業等貸出

（注）1. 中小企業等貸出残高は個人ローン残高等を含んでいます。

2. 中小企業等貸出比率の分母となる貸出金は、特別国際金融取引勘定分を除いています。
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（百万円）

30,920 △ 2,554 33,474

15,774 △ 503 16,277

15,146 △ 2,050 17,196

- - -

個別貸倒引当金

特定海外債権引当勘定

2018年3月末
2018年3月末比

2018年9月末

貸倒引当金

一般貸倒引当金

8. リスク管理債権の状況

・部分直接償却後で記載しています。

・自己査定の結果、破綻懸念先以下に区分した債務者に対する未収利息は、全額を不計上としています。

9. 貸倒引当金等の状況

（百万円）

1,817 322 1,495

49,544 △ 1,351 50,895

3,297 421 2,876

14,788 865 13,923

69,448 259 69,189

3ヵ月以上延滞債権

貸出条件緩和債権

合計

リ

ス

ク

管

理

債

権

2018年3月末
2018年3月末比

2018年9月末

破綻先債権

延滞債権

【単体】

（百万円）

1,855 317 1,538

49,544 △ 1,351 50,895

3,297 421 2,876

14,788 865 13,923

69,486 253 69,233

3ヵ月以上延滞債権

貸出条件緩和債権

合計

リ

ス

ク

管

理

債

権

2018年3月末
2018年3月末比

2018年9月末

破綻先債権

延滞債権

【連結】

【単体】

（百万円）

33,092 △ 2,337 35,429

16,336 △ 512 16,848

16,756 △ 1,824 18,580

- - -

個別貸倒引当金

特定海外債権引当勘定

2018年3月末
2018年3月末比

2018年9月末

貸倒引当金

一般貸倒引当金

【連結】
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（%）

54.5 △ 3.2 57.7

44.4 △ 3.9 48.3

2018年3月末
2018年3月末比

2018年9月末

部分直接償却前

部分直接償却後

10.リスク管理債権に対する引当率

11.金融再生法開示債権【単体】

12.金融再生法開示債権の保全状況【単体】

（%）

54.5 △ 3.2 57.7

44.4 △ 3.9 48.3

2018年3月末
2018年3月末比

2018年9月末

部分直接償却前

部分直接償却後

【単体】

【連結】

（百万円）

6,917 603 6,314

47,456 △ 837 48,293

18,085 1,286 16,799

72,459 1,052 71,407

要管理債権

合計　　(A)

2018年3月末
2018年3月末比

2018年9月末

破産更生債権及びこれらに準ずる債権

危険債権

（百万円）

53,581 △ 1,243 54,824

貸倒引当金　(C) 18,444 △ 1,472 19,916

担保保証等による保全部分 35,136 228 34,908

特定債務者引当金 - - -

73.9% △ 2.9% 76.8%

78.5% △ 2.4% 80.9%

37,322 824 36,498

49.4% △ 5.2% 54.6%

1.20% - 1.20%

開示債権額に対するカバー率　(B) / (A)

（参考：部分直接償却前のカバー率）

担保保証等による保全のない部分　(D)

引当率　(C) / (D)

不良債権比率

2018年3月末
2018年3月末比

2018年9月末

カバー額 (B)

13



＜自己査定・金融再生法開示債権・リスク管理債権との関係（単体）＞

【参考】

＜償却・引当についての考え方＞

72,459百万円

合 計 合 計

6,033,022 5,598,868 424,358 9,795 ― 6,033,022

（注）「自己査定の債務者区分および分類額」における（　　）内は分類額に対する個別貸倒引当金の引当額です。

22,605

5,656

15,055

3,345

6,874 42

49.7%

6,917

破産更生債権
およびこれら
に準ずる債権

47,456

危険債権

18,085

要管理債権

72,459合 計

69,448百万円

ﾘ ｽ ｸ 管 理 債 権

引当率

金 融 再 生 法 開 示 債 権

保全額

カバー率

79.3% 60.5%

26.9%

100%100%

――

―

72,628 408,802

5,960,562

正常債権

― ―

(15,055) (－)

―

―

Ⅲ分類 Ⅳ分類Ⅱ分類

22,053 ―

　(－)

(42)

3,800

―

9,795

債務者区分 非分類

419 1,450

1,247

要管理先

23,813 1,759

27,35547,456

（単位：百万円）

(貸出金以外)

延 滞 債 権
( 貸 出 金 )

　(－)

―

(－)

自 己 査 定 の 債 務 者 区 分 お よ び 分 類 額

担保等に

よる保全額
引当額

10,305

破 綻先債権
( 貸 出 金 )

(貸出金以外)

1,817

52

49,544

2,958

破綻懸念先

3,297

5,497,216 ― ―

3 ヵ 月 以 上
延 滞 債 権

貸 出 条 件
緩 和 債 権

区分
与信残高

14,788

要注意先

481,431

5,497,216

正常先

破綻先

1,870

実質破綻先

5,047

・信用リスクの程度に応じて区分し、原則として1年間の予想損失額を引当

正 常 先

要管理
債権

自己査定区分

破 綻 先
実 質 破 綻 先

破 綻 懸 念 先

今後1年間の予想損失額を引当

再生法開示 償却・引当についての考え方（2018年9月期）

・原則として、過去の貸倒実績率に基づき今後3年間の予想損失額を算定し引当
・但し、大口債務者のうち、将来キャッシュ･フローを合理的に見積もることが
できる債権については、ＤＣＦ法により引当

要 管 理 先

要 注 意 先

担保等で保全されていない債権額の100%を償却・引当

・引当の対象債権額（担保等で保全されていない部分）に対し、今後3年間の予
想損失額を算定し引当
・但し、大口債務者のうち、将来キャッシュ･フローを合理的に見積もることが
できる債権については、ＤＣＦ法により引当

・但し、市場評価が悪化するなど、リスクが相対的に大きいと認識した先については上記
によらず、個別債権毎に予想損失額を算定し引当

危険債権

破産更生
債権等
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(1) アジア向け貸出金

(2) 中南米主要諸国向け貸出金

13.国別貸出状況等【単体】

14.業種別貸出状況等【単体】

業種別貸出金(1)

該当ありません

該当ありません

その他には、以下の貸出金を含んでおります。（注）

・船舶貸渡業（非居住者）とは国内船舶貸渡業者の海外子会社等です。

・船舶貸渡業（国内及び非居住者）や造船業等を含む船舶関連貸出金の2018年9月末残高は629,316百万円

（2018年3月末比＋38,205百万円）です。

（百万円）

726,545 12,100 714,445

3,999 94 3,905

1,200 50 1,150

4,994 1 4,993

168,780 △ 10,790 179,570

182,858 11,915 170,943

24,327 △ 635 24,962

307,748 39,218 268,530

511,218 △ 1,341 512,559

303,234 △ 10,276 313,510

981,092 44,905 936,187

407,866 13,529 394,337

811,404 △ 10,528 821,932

(注) 1,511,960 6,677 1,505,283

鉱 業・採石業 ・砂 利採 取業

そ の 他

不 動 産 業 ・ 物 品 賃 貸 業

金 融 業 ・ 保 険 業

地 方 公 共 団 体

情 報 通 信 業

各 種 サ ー ビ ス 業

国 内 店 分

卸 売 業 ・ 小 売 業

建 設 業

電気・ガス・熱供給・水道業

運 輸 業 ・ 郵 便 業

漁 業

製 造 業

（除く特別国際金融取引勘定）

農 業 ・ 林 業

5,852,31694,9215,947,237

2018年3月末
2018年3月末比

2018年9月末

（百万円）

1,117,866 14,523 1,103,343

352,254 △ 11,345 363,599

2018年3月末
2018年3月末比

2018年9月末

個 人 向 け

船 舶 貸 渡 業 （ 非 居 住 者 ）
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15.預金等の状況【単体】

（億円）

74,609 △ 347 74,956

22,467 △ 133 22,600

47,594 594 47,000

4,547 △ 808 5,355

個 人 預 金

公 金 ・ 金 融 預 金

預 金 等 残 高

2017年度中間期
2017年度中間期比

2018年度中間期

法 人 預 金

（平　残）

〇 預金等残高の内訳

（注）預金等は、譲渡性預金を含んでいます。

（注）預金等は、譲渡性預金を含んでいます。

（億円）

74,947 354 74,593

22,642 △ 269 22,911

47,693 477 47,216

4,610 145 4,465

個 人 預 金

公 金 ・ 金 融 預 金

預 金 等 残 高

2018年3月末
2018年3月末比

2018年9月末

法 人 預 金

（末　残）

（百万円）

17,481 1,507 15,974

69 7 62

0 △ 10 10

71 △ 7 78

5,892 446 5,446

- - -

404 △ 1 405

546 △ 39 585

9,934 △ 1,164 11,098

1,161 △ 103 1,264

9,435 791 8,644

10,309 △ 720 11,029

- - -

14,143 △ 445 14,588

69,18925969,448

2018年3月末
2018年3月末比

2018年9月末

国 内 店 分

卸 売 業 ・ 小 売 業

建 設 業

電気・ガス・熱供給・水道業

運 輸 業 ・ 郵 便 業

漁 業

製 造 業

（除く特別国際金融取引勘定）

農 業 ・ 林 業

鉱業・採石業 ・砂 利採 取業

そ の 他

不 動 産 業 ・ 物 品 賃 貸 業

金 融 業 ・ 保 険 業

地 方 公 共 団 体

情 報 通 信 業

各 種 サ ー ビ ス 業

業種別リスク管理債権(2)
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